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SAP 2014：クラウドへの到達（雲に手を伸ばす）
2014年1月21日にドイツのヴァルドルフで開かれたSAP AGの2014年の投資家会議で、Bill McDermottと経営陣は、同社が4年連続の2桁成長を遂げたことを発表した。

SAPはそのテクノロジと、新しいアプリケーション向けのビジネスプロセス専門技術の新領域を創出する能力により、ERP（Enterprise Resource Planning, 企業資源計画）分野における世界のリーダー的存在となった。
　同社の株価は記録的なレベルにあり、投資家のコミュニティと監査役会は、McDermottと共同CEOのJim Hagemann Snabeが2010年に実権を握ってから実施してきたことに満足していた。McDermottとSnabeは最近、彼らのパートナーシップが変更されることを発表していた。すなわち、Snabeが2014年5月に同社の監査役会に任命され、その時点でMcDermottが単独CEOになる予定であった。
2010年に、共同CEOの2人は同社の対応可能な市場を倍増させ、高水準の成長を推し進めるための全社戦略を打ち出した。この戦略の本質は、SAPの主要市場である企業向けアプリケーションと分析のカテゴリにおける成長を継続する一方で、ビジネスのやり方を根本的に変える3つの新しいテクノロジカテゴリ、すなわちビジネスのためのモビリティ、インメモリコンピューティング、およびクラウドコンピューティングを加えるというものであった。これまでのところ、戦略は成果を上げていた。2013年末までに、新しいカテゴリでの収益は50倍以上に増加した。さらにSAPはデータベース、データ処理、およびアプリケーションプラットフォームの機能を統合したインメモリコンピューティング技術であるSAP HANAを開発し、従来のデータベースベンダを脅かす存在となっていた。McDermottとSnabeは、2014年に向け、SAPをクラウドベース企業へ移行し、SAPのすべての製品をクラウド製品として利用可能にするための基盤として、リアルタイムのデータモデリングと分析を行う機能をユーザに提供した。この戦略により、SAPは従来のソフトウェアプロバイダからクラウドサービスプロバイダへと順調に移行することとなった。SAPのクラウド戦略は上手く行っているようであった。投資家の会議で発表されたばかりの財務数値では、クラウドのサブスクリプションおよびサポートの収益（国際財務報告基準非準拠）は、2013年には通年の指針を3700万ユーロ上回る7億7,700万ユーロに達し、クラウド部門の収益は、2013年第4四半期だけでも2億6,600万ユーロに達した。
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McDermottは、クラウド移行をさらに進めるために監査役会からの広範なサポートを受けていたが、成し遂げなければならないことはまだ多く残っていた。クラウドインフラストラクチャをいかに手に入れるかは重要な課題であった。SAPは独自のデータセンターを構築、所有、運営することも、SAP HANAなどの他の製品をAmazon、Microsoft、IBMなどのクラウドインフラストラクチャプロバイダと連携させることも可能であった。McDermottは、さまざまなデータセンターオプションの投資収益率（ROI）を見積もった報告書を見直したが、移行中にSAPにどのようなトレードオフが影響したかを判断しなければならなかった。他の課題は、クラウド化の取り組みにおける組織とリーダーシップに関するものであった。
SAP社の経歴
初期の歴史（1972-1995）

ドイツのマンハイムで1972年にIBM出身のプログラマ達からなる小規模のグループによって設立されたSAPは、大企業が追求していたカスタマイズされたソリューションよりも安価で迅速にインストールできる市販アプリケーションの開発に取り組みながら、ビジネスプロセスの自動化において新天地を切り開いた。その後の30年間で、SAPは急速に変化する技術開発や顧客ニーズに対応するためのソフトウェアを開発した。最初の製品「R/1」は、企業の会計機能の自動化を目的としたものであった。

1980年までに、SAPはメインフレームデータベース
（R/2）アプリケーションを提供した。これは10年少し後にクライアント/サーバ
版（R/3）に置き換えられた。R/3は、製造から財務、人事管理まで、企業の全てのビジネスプロセスを自動化することができた。ソフトウェアにその名称を与え、企業リソース計画を与え、および世界中でSAPを不可欠なものとした複雑な企業全体のリソースとその配分を企業が制御できる、と確信していた。年月を重ねるに連れて、SAPのソリューションスイートは、ERPに加え、サプライヤ関係管理、顧客関係管理、サプライチェーン管理、製品ライフサイクル管理などのアプリケーションを含むようになった。（SAP Business Suiteのコアソフトウェアアプリケーションについては、別紙1を参照）
また、SAPは航空宇宙や防衛、消費者製品、化学など、業界に特有のニーズに応じたソフトウェアを顧客がより良い状態で使用できるよう、業界特有の機能を構築して統合し始めた。ソフトウェアの人気と、独自のリソースによって需要が伸びていたことから、SAPは製品開発に[かなり]専念し、SAPが研修・認定したシステムインテグレータ（SI）のパートナーおよびコンサルタントにインストールとカスタマイズを任せた。SIは多くの場合、企業が支払うライセンス料よりも多額の料金（ライセンス料の4倍または5倍を超える場合もある）をサービス料として請求した。しかし、個々の機能が独自のアプローチを追求する傾向があったため、複雑な状況を単純化するといった試みなどの「解決策」は、技術的な非互換性をはらんでいた。全体としての（つまり企業全体での）統合は、しばしば非常に困難な事業であった。

インターネットの時代（1995-2002）

1990年代に入るとインターネットが爆発的に普及し、企業向けソフトウェアのモデルが再び変わりはじめた。インターネットの新興企業は、SAPとSAPの顧客の両方のビジネスモデルに挑戦した。IBM、マイクロソフト、やベンチャーキャピタルに支援された業界の勇敢な新興企業が、オープンなプロトコルとウェブサービスをソフトウェア統合の目標とした。ITの顧客は、少数の会社が提供しているような完全統合ソリューションを避け、代わりに「オープン」な標準ベースのテクノロジを使用してデータとサービスをミックスし、「ベスト・オブ・ブリード（いいとこ取り）」のアプリケーションソリューションを迅速に開発することができるようになった。この新しい世界では、いつでもどこでもデータが容易に交換できることを目指したオープンなプロトコル、標準、および言語を用いた柔軟な対応が重視された。これは、情報が企業内では比較的自由にやり取りできるのに対し、企業を越えると情報のやりとりが困難になる従来のシステムとは対照的であった。
その他いくつかの傾向もこの時代に端を発していた。1つは、オフショアリングに発展したアウトソーシングの利用の増加、および仕事と労働者の管理を行うWiproやInfosys（インド）といった企業の台頭であった。ERPアプリケーションによって実現されたビジネスプロセスの「合理化」は、企業がこうした活動を企業の境界を超えて劇的に低コストで首尾一貫して実行可能であるという発想を持つことにつながった。その傾向とともに、企業にとっての「中核」や「周辺」とは何であるのかということや、「コンピテンシ(能力)」の存在する場所がはっきりしてきた。組織内で企業資源計画の一環として、こうしたことを設定することで、企業の機能やプロセスの一部は潜在的重要度を増すこととなった。これをきっかけとして、多くの組織は社内のITシステムと外部のサプライヤ、顧客、市場との統合に着手し出した。企業間取引（B2B）市場の需要に支えられて、ITシステムは内部情報の統合だけでなく、外部プロバイダとのシームレスな連携も求められるようになった。

インターネットの台頭とアウトソーシング化の傾向は、相互に関連した2つの結果をもたらした。1つ目は、企業のERPシステムと連携して動作する機能固有のソフトウェアを開発する、専門的でベスト・オブ・ブリード型のベンダの登場、2つ目は、ITそのものが差別化の潜在的な源であるという認識の高まりであった。そのような企業は、ライセンス料を収入源とし、基本的に誰にでも利用可能な「ベスト・オブ・スイート」を超えた何かを持っていたいと考えた。その差別化は、「柔軟な」テクノロジを使う多くの新しいベンダを介してだけでなく、企業自身が様々なレベルでより自在にテクノロジを扱えるようになってきたことで際立ってきた。潜在的な日付問題（古いシステムが「2」で始まった年に設定されていない）が発生した2000年の恐ろしい出来事（「Y2K」）は、世界中を機能不全に陥らせた。それによりIT政策、戦略、技術、および目的の大規模な再評価が進むこととなった。同時に、ビデオゲーム、パーソナルコンピュータ、さらにウェブとインターネットに親しみながら育った世代が会社に加わっていき、従業員自身も以前よりはるかに洗練されてきた。
インターネットは進化を続け、SAPのアプリケーション開発においてより大きな役割を果たすようになったので、同社は、Microsoftや他企業などとの共同サービスにより、ユーザの日常的なコンピュータ使用体験をより快適にするためのツールやインターフェイスを提供し始めた。顧客のコンピュータの使い方が成熟し続ける中、SAPは、顧客が分析と戦略的意思決定のためにSAPシステム内のデータと情報を最適化することの需要と機会を見出した。パートナーと協力し、開発を通じて、同社は顧客に戦略的な洞察力をもたらすことに重点を置いた。

SAPにとって、これらの要因、そしてERP業界自体の統合が進んだことは、大きくなった成長の源泉を得るきっかけとなった。同社が取った決定の1つは、中小企業（SME）市場を追求することであった。もう1つの同様に重要な取り組みは、ソフトウェアの柔軟性の問題を解決することであった。

SAPビジネスプラットフォーム（2002-2010）

新しい世紀に入ると、企業向けソフトウェア市場の統合で、SAPは前のテクノロジ業界（例えばWindows、Intelのような）で大きな成功が証明されたプラットフォーム戦略を採用することによって、そのリーダーとしての地位を強化することにした。顧客の利益となりまた市場地位を高めるであろうと考え、SAPは、サードパーティの独立系ソフトウェアベンダ（ISV）によるアプリケーションソフトウェアの革新の基盤となるプラットフォームを作りたいと考えていた。2003年にSAPはNetWeaverベースのプラットフォームを発表した。このプラットフォームは、SAPの顧客、従来のシステムインテグレータパートナー、独立系ソフトウェアベンダが、SAPのプラットフォームとテクノロジを活用して相互に繁栄し相互に作用するという、複合的なソフトウェアエコシステムのハブとしての新しい役割を示した。顧客企業の内部と外部の両方で相互運用性と再利用性を探求しようとするSAPの試みが、プラットフォーム戦略であった。

SAPの共同設立者で、インターネットの混乱期における共同CEOでもあったHasso Plattnerは、2002年春にSAPの理事会を説得し、オープンアーキテクチャ戦略を採用し、SAPをソフトウェアアプリケーションプロバイダからオープンスタンダードベースのプラットフォームへと変革して、これらの課題に対応した。SAPは、2003年初頭に、SAPがこれまでに投資してきた従来の独自のERPテクノロジを包含する、NetWeaverの構成と統合プラットフォームを発表した。それは、ABAPプログラミング言語と、IBMのWebSphere、Microsoftの.NET、SunのJavaプログラミング言語などの、よりオープンなWebベースのテクノロジをベースとしたものであった。これらの投資は、SAPのコアアプリケーションと日進月歩のWebベースのテクノロジをシームレスに活用する新しいユーザベースの企業向けサービスの構成を可能にする環境の提供を目指した「SAP Business Process Platform」というアプリケーションプラットフォームを構築するための第一歩であった。

アプリケーションプラットフォームへの移行は、技術的な部分だけでなく、組織的にも行われた。SAPは、Accenture、Deloitte、IBMなどのSI企業と提携して、SAPシステムのカスタマイズとインストールを手がけてきたが、ソフトウェア機能はまだ内部開発されていた。アプリケーションプラットフォームの戦略は、このあり方を劇的に変化させ、「誰でも」SAPアプリケーション機能を活用して、SAP上に新しいアプリケーションを作成できるようになった。SAPの課題は、独立系ソフトウェアベンダ、SI、および顧客をこれまでになかった方法で惹きつけて提携していくことであった。
コミュニティのコンセプトは、SAPエコシステムの中核であった。企業がSAPソフトウェアをどのように運用していたかに関する情報は、国外に膨大に存在していた。顧客とパートナーへの効果を考える上で、これらの情報を得ることは非常に重要であった。この情報を読み解く最も良い方法は、SAPのエコシステムにおいてさまざまなメンバーが互いにやりとりできるようにすることであった
。そのため、SAPは2003年にイノベーションのコミュニティを設立した。SAPコミュニティは個人および企業、技術、ビジネス分野に及んだ
。コミュニティは、問題と解決策を共有し、SAPソフトウェアを活用する革新的な新しい手法を開発するためのプラットフォームをメンバーに提供した。

例えば、SAP Developer Network（SDN）は、コミュニティの力とエコシステムの個人が互いに自己組織化し、価値を生み出すことを示した。メンバーはSAPがホストする180以上のディスカッションフォーラムで1日5,000件以上の投稿を寄せており、毎月50万人以上のユニークビジターを獲得した。テクニカルフォーラムでの質問に対する応答時間の中央値は20分未満であった。回答のほとんどは、SAP従業員ではなくコミュニティの他のメンバーからであった。ほとんどの質問には2〜3件の回答があり、質問の85％以上が元の投稿者によると「回答済」とされていた
。
競合他社

SAPは26％の市場シェアと232,000人の顧客を持つERP業界のリーダーであった。平均的なERPプロジェクトのコストは255万ドルで、実装完了までには18.5ヶ月かかり、投資回収期間は23ヶ月であった。業界の調査によると、SAP顧客の19％は、クラウドのソフトウェアを使用していた。それに対し、81%は彼らの所有するプレミスであった
（同社の財務情報については別紙2を参照）。SAPの主要競合企業を以下に示す：
Oracle（オラクル）　データベースシステムの会社として事業を開始し、ERPへの内部移行を補完するために買収という手段を活用した。2004年にはPeopleSoftを、翌年にはSiebel Customer Relationship Management （CRM）を買収した。OracleのE-Business Suite（EBS）は、それぞれに複数のモジュールを持つ10の異なる製品ラインをカバーしていた。Oracleは、オンプレミスおよびオンデマンド・デプロイメント・モデルを通じてソリューションを提供した。業界調査によると、2013年のOracleの市場シェアは17％であった。顧客プロジェクトは平均225万ドルで、実装完了までの期間は22.5ヵ月、投資回収期間は16か月であった。顧客の28％はクラウドでソフトウェアを使用し、72％はオンプレミスであった
。
Microsoft Dynamics　Microsoftは会計ソフトウェア会社Great Plainsを買収し、2000年にERP市場に参入した。さらなる買収により、2013年のERP市場シェアは11％となった。平均プロジェクト費用は180万ドルで、実装完了までの期間は12.5ヵ月、投資回収期間は24ヶ月であった。Microsoft Dynamicsのソフトウェアの29%がクラウドで、71%がオンプレミスで実装されていた
。
Salesforce.com　1999年に設立されたSalesforce.comは、ERP市場では競争を行っていなかったものの、CRMソフトウェア（ERPソフトウェアの構成要素）業界ではリーダーであった。Salesforce.comのCRMソフトウェアは、2012年の市場シェア14％（報告売上高25億ドル）を達成した。これと比較して、SAPのCRMソフトウェア市場シェアは12.9％（報告売上高23億ドル）、OracleのCRMソフトウェア市場シェアは11.1％（報告売上高20億1,000万ドル）、Microsoft DynamicsのCRMソフトウェアの市場シェアは6.3％（11億ドル）であった。Salesforce.comは純粋なクラウド企業であった
。
クラウドコンピューティング

米国商務省の機関であるNational Institute of Standards and Technology（NIST,アメリカ国立標準技術研究所）の定義では、クラウドコンピューティングは「迅速なセットアップと最小限の管理労力またはサービスプロバイダとのやり取りで提供され利用できる構成可能なコンピュータサービス（たとえばネットワーク、サーバ、ストレージ、アプリケーション、およびサービスなど）の共有プールに対して、どこからでも容易にオンデマンドでアクセスを可能とするモデルの一つ」であるとされている。

サーバ
の導入、管理、運用のコストが増大するにつれ、大企業はサーバの効率性を向上させる方法を模索するようになった。企業は通常、サーバごとに1つのアプリケーションしか実行せず、ピーク時の処理に十分な容量を維持し、サーバが誤動作しないよう（あるいは、誤動作した場合に備えて）冗長性が確保されていた。その結果、サーバ使用率は推定で容量の5〜20％と、概して非常に低いものとなっていた
。

仮想化は、スタートアップVMwareによって1999年に初めてサーバに導入され、より多くのユーザとアプリケーションの間でサーバコンピューティングリソースを共有することで、サーバの利用率を向上させた
。仮想化により、企業内のユーザは、余剰の容量があればどこでも多数のサーバの計算資源にアクセスできるようになった。そのため、サーバ・ネットワーク全体は、必要に応じて提供されるサービス
となった。
クラウドコンピューティングにおける主な変化は、ITが通常インターネット上に設けられ、オンデマンド、従量課金サービスとして提供されるものになったということであった。ハードウェアはクライアント/サーバシステムと同様のままであったが、オンプレミスのサーバを購入して保管するのではなく、サーバはサービスプロバイダが所有・運用し、サーバにより実行されたアクティビティ単位を販売するという形態が取られた
。クラウドコンピューティングには、５つの本質的な特徴（別紙3）、３つのサービスモデル、４つの展開モデルがある
。
サービスモデル

サービスとしてのソフトウェア　最も一般的なタイプのクラウドサービスであるSaaS（Software as a Service）は、プロバイダのクラウドインフラストラクチャ
上で保管・運用されるアプリケーションをコンシューマが利用できるようにするものである。ソフトウェアのコンシューマは、クラウドインフラストラクチャの保守と運用の責任を負わずに、Webブラウザやプログラムインターフェイス
など様々なクライアントデバイスからソフトウェアにアクセスできる。ブラウザからアクセスできるSaaSの代表として、GoogleのGmail、Facebook、Netflixが挙げられる。企業向けSaaSアプリケーションプロバイダには、salesforce.com、Google、Microsoft（Office 365）、Intuit（Quicken Books Online）、およびDropbox
が挙げられる。
サービスとしてのプラットフォーム　PaaS（Platform as a Service）は、コンシューマが「プロバイダによってサポートされているプログラミング言語、ライブラリ、サービス、およびツールを使用して、クラウドインフラストラクチャ上に独自作成あるいは既成のアプリケーションを展開すること」
を可能にするものである。SaaSと同様に、コンシューマは基盤となるクラウドインフラストラクチャの運用・管理はしないが、インフラストラクチャに展開された実際のアプリケーションの制御は行う
。PaaSプロバイダには、GoogleのApp Engine、MicrosoftのWindows Azure、salesforce.comのforce.com、OpenStack、およびAppistryが含まれる
。
サービスとしてのインフラストラクチャ　IaaS（Infrastructure as a Service）は、コンシューマが「オペレーティングシステムやアプリケーションを含みうる任意のソフトウェアを展開して実行でき、処理、ストレージ、ネットワーク、その他の基本的なコンピューティングリソースを利用すること」を可能にするものである
。PaaSの場合と同様に、コンシューマはクラウドインフラストラクチャの基本部分の運用・管理を行うことはないが、オペレーティングシステムやストレージ、アプリケーション
を制御する。IaaSプロバイダには、Amazon Web Services、CA Technologies、AT＆T、Verizon、Rackspace、およびBlueLockなどが含まれる
（従来のIT、SaaS、PaaS、IaaSの比較については別紙4を参照）

SaaS、PaaS、およびIaaSは、パブリック・クラウド（複数のコンシューマ企業間で共有されるインフラストラクチャ）として定義されていた。しかし、プライベートクラウド（単一のコンシューマ企業専用に特化したインフラストラクチャ）も存在する。

クラウドコンピューティングに関する主な懸念は、導入以来解消されてきていたが、少数のユーザは依然として懸念を抱いていたため、クラウドサービスの広範な利用の妨げとなっていた。これらの懸念の中で最も重要なものは、プライバシーと可用性の問題であった。多くの企業は機密データを持ち、完全な管理を維持することが望ましいと考えていたが、それはクラウドサービスの利用により不可能になった。さらに、クラウドサービスがサービスを中断した場合は、企業はそのデータにアクセスできず、状況に対処できなくなることを意味した。
経済

Forrester Researchによる2020年市場規模予測では、SaaS（1325.7億ドル）、PaaS（119.1億ドル）、IaaS（47.8億ドル）
となっている。（SaaS、PaaS、IaaSの成長動向については、別紙5a、5b、5cを参照）プライベートクラウド市場は2011年の78億ドルから2020年までに159億ドルに成長すると予測されている
。Forresterは、SaaSは著しく持続して成長する機会があると認識しているが、2016年以降は市場が飽和すると予想している。SaaSに次ぐ第2位のパブリック・クラウド市場であるIaaS市場は、2014年に利益が最大化し、その後「コモディティ化が進み、価格の低下と利益幅の下げ圧力がかかり」
、その後2014年から2020年にかけては停滞・下降すると予想されている
。
インフラストラクチャとデータセンター

クラウドインフラストラクチャによるIT資源の集積と標準化は、中央集権化されたデータセンターに、経済のスケールに関する巨大資本化をもたらした。マイクロソフトの調査によると、この集積と標準化には、サプライサイドの節約（大規模なデータセンターにおけるサーバあたりのコストの削減）、需要側の集約（変動性の低減とサーバーの利用率の向上）、マルチテナントの効率化（アプリケーション管理と利用者1人あたりのサーバーコストの削減）
などが含まれている。
この調査では、「約1,000台のサーバを設置した大規模な機関では、プライベートクラウドは実現可能だが、スケール、需要の多様化およびマルチテナント化の組み合わせ効果により、同じサービス単位のパブリック・クラウドの約10倍のコストが発生する」ことが示唆されている
（パブリック・クラウドの費用便益については別紙6を参照）。調査会社IDCは、「ITインフラストラクチャへのサービスプロバイダによる支出は、15.3%の複合年間成長率（CAGR）で成長し、2016年には113億ドルに達する」と予測している
。プライベートクラウドの支出は、16.2％のCAGRで成長し、2016年には110億ドルに達すると予測されている
。
SAP 2010 – 2013：対応可能な市場の拡大
McDermottとSnabeは、世界的な景気後退から抜け出した2008年にSAPの取締役会に加わった。2年後、彼らは共同CEOに任命され、戦略、ガバナンス、企業開発、新機軸、コミュニケーション、マーケティングの責任者としての職務を担った。McDermottは、それに加えて販売とエコシステム活動の責任を負い、Snabeは製品およびソリューション開発に注力した。彼らは一緒になって新しい企業戦略の開発を推進した。Snabeは「Billと私はお互い全く異なっているが、共同CEOモデルのおかげで、非常にユニークな方法でお互いを補完することができた」と述べている。

新しい戦略

2000年代初頭、SAPは同社のコア構築アプリケーションと分析機能に企業戦略の重点をおいていた。しかし、2000年代後半には同社の戦略的方向性を拡大し、プラットフォーム開発とクラウドへの移行という戦略を打ち出した（戦略のスライドについては別紙7を参照）。新しい戦略は、コアビジネスの成長に専念すると同時に、アプリケーション、ビジネス分析、データベースとテクノロジ、モバイル、そしてクラウドの5つの市場カテゴリに製品ポートフォリオを集中させることで同社の対応可能な市場を二倍にすることであった。McDermottとSnabeが2010年4月に新しい戦略を発表したとき、SAPはアプリケーションとビジネス分析の市場リーダーであった。新しい戦略的な焦点で、McDermottとSnabeは、モバイル、データベース、テクノロジ、およびクラウドの各カテゴリでも同様の地位を達成することを決定した。

この戦略には、2015年の設定目標も含まれていた。McDermottとSnabeは、非IFRS営業利益率35％
、SAPのソフトウェアのユーザ数10億人、収益200億ユーロの達成、そして20億ユーロのクラウドビジネスの構築と、急成長中のデータベース企業としての地位の維持を目指した。

これらの目標を達成するアプローチは、主に有機的なイノベーションによるものであった。「真のクラウド企業になるためには、リーダーシップを発揮することが不可欠であるため、イノベーションプロセスをスピードアップする必要があった。当社は、これまでよりも速いペースで動く市場で適切な立ち位置にいなければならない」とSnabeは述べた。彼は次のように付け加えた。「ソフトウェアを構築する方法をどうやって変えるのか？当社は新興企業のように自身のペースを上げるとともに、グローバルな規模による利点も活かさなければならない。」2009年には、伝統的なウォーターフォール開発プロセスを使用して、SAPは新製品（または新バージョン）のサイクルで平均14.6ヶ月
を費やしていた。Snabeによると、これは新興企業のサイクル（平均6カ月）と比べると、クラウド業界においてもより早い開発速度であった。SAPのより強力な革新プロセスを形づくるために、Snabeは多数の革新的な企業を調査し、「腕まくりしながら、何が必要なのかをよりよく理解し、チームメンバーを驚かせるために膨大な時間を費やした」と言う。2010年、Snabeは市場投入までの時間と消費時間を早めるために、様々なプロジェクトで機敏かつ無駄がないことを原則とした革新的な試みを開始した。
試みはすぐに成功を収めた。SAPは、当初から消費者にとって製品の関連性が劇的に改善され、製品品質が急激に向上し、完了までの時間が短縮されたことを理解した。成功を実現するためには、チームを第一に考えるという心構えがあった。これまで慣例的に、ソフトウェアアーキテクト（設計者）はコーディングが行われる前に最適なアーキテクチャを定義しがちであったので、プロトタイピングの考え方を馴染ませなければならなかった。プロダクトマネージャは彼らのコントロール権の一部を手放し、代わりに開発チーム、そして最も重要である顧客と密接に協力しなければならなかった。Snabeはまた、組織の内部で、無駄なく機敏な原則を強く信じ、彼の理念を支持する強力な改革派を突き止めた。
SAPが注視していたイノベーションサイクルの迅速化は、積極的な買収戦略により補完された。2010年5月、SAPはSybaseを58億ドルで買収した。Sybaseは情報管理とモバイル・データの使用に特化しており、両方の分野で業界のリーダーであった。Sybaseは独立した企業のままであったが、この分野での継続的な成功を達成するために必要なモバイルエンジニアの技術力をSAPに提供した。モバイルデバイスが普及するにつれ、顧客は、リアルタイムで複数のデバイスを介してデータへ容易にアクセスする必要があった。このニーズにより、より良いモバイル視聴と潜在的なセキュリティ問題のためにソフトウェアの再設計をすることとなった。

2011年12月、SAPはSuccessFactorsを34億ドルで買収した。買収時において、SuccessFactorsはクラウドベースの人的資本管理（HCM）のリーダーであり、ERPソリューション市場の中核ソフトウェアでもあった。2012年5月、SAPはAribaを43億ドルで買収した。Aribaは、世界最大のWebベースB2Bコマースネットワークであった。SAPの公式文書によると「あらゆる規模の企業がAriba Networkを利用して、インターネットに接続されたコンピュータやモバイルデバイスから取引パートナーに接続し、効率的かつ効果的に現金を購入、販売、管理できる
」SAPの企業戦略責任者Deepak Krishnamurthyは当時の買収を振り返り、「Ariba Networkには大きな価値があった。ネットワークビジネスモデルは、すべて取引に基づく価格設定であり、サプライヤとバイヤーがネットワーク上で取引するようになっている。そして今日、当社はネットワーク上で約5,000億ドルの商取引を行っている」と述べた。
Krishnamurthyは、2010年に行われた広範な戦略的アプローチについても振り返り、次のように述べている：
当社がモバイル、イン－メモリ、そしてさらにクラウドに取り組む必要があることは分かっていた。これは2010年に策定された戦略であった。クラウドの革新は社内で推し進められ、成功裏に完了するという素晴らしい経験を得たが、クラウドソリューションの構築はアプリケーションの構築とは大きく異なっている。クラウドは、単にソフトウェアの課題ではなく、DNAの課題である。それがSuccessFactorsとAribaを買収した理由だ。Aribaはオンプレミスからクラウドへの移行を自ら成し遂げた。その経験はSAPにとって魅力的であった。当社が現在取り組んでいる移行は、2010年以降起こっている変化の延長だ。ビジネスモデルの移行は、クラウドがソリューションポートフォリオのより重要な側面になるという決定を反映したものだ」
Snabeは、企業が戦略的に大きな変化を遂げ、成功し、健全に経営されるということの難しさを認識した。「ビジネスで最も難しいのは、悲惨な場所にいない会社を変えることだ。当社は主要製品に強みがあり、これらのセグメントの成長にも関わっていたので、危機感を覚えていなかった。私たちは、脅威ではなく新しい機会によってチームを刺激しなければならなかった。共同CEOのモデルは、分裂や支配が起こる可能性があるため、変化のペースを加速させた」と彼は説明している。
SAP HANA

SAP HANAは、新しい戦略を背後から推し進めた原動力であり、同社の主要事業の継続的な成功をもたらした。 SAP HANAの開発は、Hasso Plattnerによって設立されたITシステムエンジニアリングに焦点を当てた大学の中心であるHasso Plattner Institut（HPI）とSAPとの共同作業から始まった。初期のインメモリデータベースプロトタイプがHPIで開発された。Krishnamurthyは次のように説明する。「HANAは、SAPとHPIの素晴らしい協力の結果、データベースの構築方法を根本的に変える結果だった。」プロトタイプがより高度化し、必要なハードウェアがより洗練され、より安価になっていったため、SAPもより多くの資源を商業化されたインメモリデータベースの開発に注いだ。

SAP HANAは2010年にリリースされた。最初の顧客がプラットフォームを完全に実装し使い始めたのは2011年であった。SAP HANAプラットフォームは、インメモリアプローチを利用したリアルタイムの分析とアプリケーションを提供した。組織は、異なる種類の大量のデータに基づいてビジネス上の意思決定を分析することができた。さらに、従来のデータベースで一般的な集約データおよびリレーショナルテーブルのインデックスを不要とすることで、SAP HANAは他のプラットフォームと比較して総所有コストを削減することができた。（SAP HANAプラットフォームの概要については、別紙8aを、SAP HANAとSAP製品との共通部分については、別紙 8bを、また、SAP HANAを使用するSAP製品については、別紙9を参照。）SAP HANAはリアルタイム分析、（例：オンライントランザクション処理（OLTP）、オンライン分析処理（OLAP）、大規模データウェアハウジング、その他予測、空間分析、テキスト分析など）、リアルタイムアプリケーション（例：消費者の関与、知覚、反応、計画と最適化）、そしてリアルタイムプラットフォーム機能（例：アプリケーションプラットフォームサービス、データ統合および仮想化サービス、基幹系のデプロイメントサービス）を可能とした。SAP HANAは、構造化データと非構造化データの両方でリアルタイム分析を実行した。

SAP HANAは、5つの主要な市場カテゴリで、同社の3000製品の多くをサポートしていた。SAP HANAは適応性と拡張性のあるオープンなプラットフォームであった。顧客とISVは、必要に応じてSAP HANA上にカスタムアプリケーションを作成できた。SAP HANクラウドプラットフォームは追加のPaaS製品であり、顧客は必要に応じて適切なスケールでSAP HANAプラットフォームを活用し、PaaS機能を活用したアプリケーション拡張や新しいアプリケーションを構築することができるようになった。

SAPの製品開発組織も、ユーザインターフェイスの設計と製品展開に対する新しいアプローチを推進するために大きな変化を遂げていた。HANAのリアルタイム分析を志向する設計思想に合わせて、SAPは様々な使いやすい従来型およびモバイルアプリケーションの開発に投資し、在庫レポートのスクロール表示や、予測的販売分析を容易にした。

SAP HANAクラウドの商用化と使いやすい次世代のアプリケーションにより、SAPには数多くの新しい機会と顧客が生まれた。

マサチューセッツ州ボストン市：2012年、SAPは公共サービスを改善し、市民が市の実績を把握できるようにすべく、ボストン市と提携した。ボストン市の為政者たちは、都市を効率的かつ透明性を維持して運営することに専念し、Boston About Results（BAR）と呼ばれる長年にわたる業績管理プログラムの改善に努めた。部門のイニシアチブと業績測定基準を説明した公開ウェブサイトであるBARにより、市役員と一般市民の両方が街の活動状況を把握できるようになった。

CIPHER Business Solutionsの導入支援により、ボストンは、ソフトウェアの購入から1年以内にSAPプログラムを本格的に開始し、時間と予算の両方の目標を達成した。SAPシステムにより、市は毎月または四半期ごとに2,000以上の主要業績評価指標（KPI）を追跡し、45部門にわたって共通の業績評価ツールを導入し、ボストンの職員が業績を戦略目標に結びつけ、都市サービスを向上させることができた。SAPプログラムは、個々の部門が特定のプロジェクトの進捗状況を分析できるようにするだけでなく、BAR のウェブサイト上の16の部門業績評価カードに誰もがアクセスできるようにした。例えば市民は基本行政業績評価カードのページを訪問し、市が48時間という目標時間内で道路補修の96％以上の要求に対応した事実を知ることができる。SAPは市と協力してCitizenInsightというBARのモバイルアプリ版を開発し、SAPデータサービスソフトウェア、ビジネスインテリジェンスソリューション、SAP HANAプラットフォームなどの他のSAPサービスを使用し、問題のある所有資産に関する情報を収集・分析した。

全米バスケットボール協会：SAPは2012年に全米バスケットボール協会（NBA）の公式ビジネスアナリティクスソフトウェアパートナーとなった。NBAは選手統計を最大限使用可能にすることで、何百万人ものファンとの間により大きな関わりを提供しようとした。SAPはNBAと提携して、ファンが統計を分析するためのHANAを搭載した単一のインタラクティブなWebサイトを開発した。（ウェブポータルについては別紙10を参照。）ゲーム統計はリアルタイムでデータベースにアップロードされ、65年以上の歴史的データを含んでいた。ウェブサイトがファンとの密接な関わりを可能にし、ファンがゲームや選手を身近に感じることができるようになったことは、NBAがバスケットボール業界を主導する上で非常に重要であった。NBA.comの統計ページでは、シーズン開始前のサイト訪問数が前年比で60％増加し、システムは最大20,000人の同時ユーザを処理できるほど堅牢であった。

KrishnamurthyはSAP HANAの将来について次のようにコメントしている。「あらゆるサービスが、古いSAP製品と新しいクラウドベース製品の統合レイヤとなるHANAプラットフォームから実行されるようになる。これにより、当社のソフトウェアを顧客のデータインフラストラクチャから外し、クラウドに移行することが可能になる。そうすると、クラウドモデルをより速くし、データ・サービスの統合のためにHANAを活用することが可能になる。」Snabe氏はこう付け加えた。「当社は多くのプラットフォームが存在する世界からやってきて、一貫性を失ってしまった。当社は、市場の需要変化に対応するために、すべてを単一のプラットフォームに戻すことができないことを知った。HANAは将来のプラットフォームとみなされ、すべてのアプリケーションとソリューションがHANA上で動作するように構築されるようになると考えている。これにより、大幅な簡素化が可能になった。」

ビジネスモデルの移行

クライアント/サーバのビジネスモデルは、オペレーティングシステムとアプリケーションソフトウェアの永続的なライセンス料（平均数億ドル）からなるものであった。SAPの営業担当者と顧客の最高情報責任者（CIO）との間で、1回限りの前払いのライセンス料が交渉されていたことがあった。SAPは、従来のオンプレミスソフトウェアパッケージを販売する直販組織を展開した。市場進出による販売戦略は企業レベルで展開されたが、地域販売組織は特定の地域のモデルを調整し実装する最終責任を負っていた。SAPは「独立系付加価値再販業者」も雇用し、独立系システムインテグレータ、通信会社、ハードウェアプロバイダと提携した。

導入までの期間の平均が18.5ヶ月であったことから、オンプレミスのソフトウェアパッケージは、SAPが取引から得た経済的価値を認識した時点では、最終的なエンドユーザによって消費されていなかった。さらに、最終的な実装前にソフトウェアのアップグレードが存在しており、顧客は必ずしも常に最新のソフトウェアパッケージを使用しているわけではなかった。配布されたオンプレミスモデルでは、顧客が最新のバージョンを使用していることを継続的に確認することも困難であった。

クラウドコンピューティングビジネスモデルとSAP HANAへの移行は、SAPの価格設定メカニズムの大幅な変更につながると考えられた。クラウドベースのソリューションは、サブスクリプションベースのライセンス契約に基づいて販売されていたため、顧客は、使用しているものに対して支払いを行うことができた。これらの取引は通常、CIOではなく、クラウド固有の営業担当者と製品のエンドユーザとの間で交渉されていた。Morgan Stanleyのアナリストによれば、ソフトウェアプロバイダにとって、サブスクリプションベースの支払いは短期的な収益を減少させたが、顧客の可視性と生涯価値を向上させた。さらに、サブスクリプションモデルは、ライセンス取引において、定価に対する割引の発生率を低減した
。
2014年のSAP
2014年になり、SAPのクラウドによる営業利益は増加し、クラウドの年間売上は年末までに10億ユーロに到達しようとしている。300万人のビジネスユーザがSAPクラウドに接続し（これは他のどの企業向けクラウド企業よりも多い）、ますます多くのSAP製品がクラウドへ移行していった。しかし、戦略転換の初期における成功にもかかわらず、いくつかの困難は残っていた。

「消費スピードを加速して、顧客が新しい製品を購入する意欲と高めたいと考えている。」とKrishnamurthyは言う。しかし、SAPとその顧客の経済的価値の認識にずれがあるために、合併症が発生した。SAPの最高マーケティング責任者（CMO）であるJonathan Becherは、その問題について次のように説明する：
クラウド企業として、当社の目標は顧客が我々と同時にソリューションから経済的価値を得ることを可能にすることであった。実装までの時間が長かったので、当社は購入に関与していない人が価値を得る瞬間からの時間を短縮しようとしている。実装までの時間は、製品にもよるが、従来は平均して2〜6四半期を要していた。クラウドモデルの目標は、展開を2〜6週間に短縮することだ。オンプレミスモデルの課題の1つは、追いつくことができないということだ。例えば、30,000台以上にインストールされているCRMを使用していた場合、現在展開しているモデルを全員にアップグレードするのに3〜4年はかかってしまう。クラウドにより、これらのアップグレードを一晩で行うことが可能になった。しかし、これによりイノベーションの問題が生じる可能性がある。当社にとっては、イノベーションは喜ばしいことであるが、古いビジネスモデルの場合、こうしたイノベーションを受け入れることに制限があった。
発想から発送までの時間モデルがどのように働くかという思考プロセスについても改める必要がある。伝統的なモデルは何をすべきかを決定するのに数ヶ月かかり、それから製品を開発するには数ヶ月かかる。このモデルでは、最初のパッケージに多くの機能を詰め込む必要がある。アップグレードに時間がかかりすぎるためだ。クラウドでは、フロントエンドに多くの時間を費やす必要はない。顧客がソリューションをどのように使用しているかを確認してから、実際にテストすることができるからだ。発想から配送までの時間は、数年から数ヶ月に短縮される。そのビジネスモデルが顧客にソリューションを与えるのでなければ、機能性は重要ではない。

組織構成
McDermottは、SAP全体でクラウドを普及させるという決定を下すとともに、クラウド戦略はビジネスユニット毎に属し、独立した存在ではないと考えていた。しかし、SAP組織全体と新しいビジネスモデルを整合させることは、依然として進行中の作業であった。SAPはVishal Sikkaの下に所属するすべての開発組織を再編し、以前のクラウドおよびオンプレミス営業チームを組み合わせた単一の営業チームを結成した。「我々は価格と割引の一貫性と簡素化を実現しようとしているが、依然として地域の販売拠点が多くの権限を持っている。クラウドの販売はオンプレミスとは全く異なっているが、適切なインセンティブがあればSAPのクラウドセールスは促進されるだろう」とKrishnamurthyは述べている。

外部的には、同社のブランドも変遷を遂げていた。「当社は、ブランドと顧客の体験との間のギャップという概念に焦点をもう一度合わせた。これまでは、ただライセンスだけを売りつけて、その後の面倒は見ないという楽な商売を行ってきた。しかし、それはその後システムインテグレータや顧客のIT部門にとって問題となった」と、ブランド経験部門の上級副社長Costanza Tedesco（HBS '93年期生）は説明した。「当社がソフトウェアを所有しており、顧客がソフトウェアを使用するのを助けるようになった今、私たちはブランド経験をもっと意識する必要がある。これは、当社のSAPにおける大きな文化的シフトである」と彼女は付け加えた。また、Becherは、次のように付け加えた。「近年当社がやっていることの大半は、当社のお客様が彼らの顧客との親密性を高め、より良い顧客とつながることを可能にすることだ。これは、当社がこれまで焦点としてきた運用効率的なソリューションと比べ、定量化するのが難しい。そして、サービスの運用方法において、当社はB2B企業ではなくB2C企業のようになりつつある」

SAPはウェブ上に同社が提供する何千もの製品のウェブサイトを有していたため、その複雑さによってブランドの遷移が妨げられていた。「当社はウェブサイトをランキングし、その指標を追跡している。ビジネス価値を提供していない成果の低いウェブサイトは取り除くつもりだ。当社は巨大な製品ポートフォリオを持っているが、ウェブサイト上にPDFを3,000ファイルも載せておくことはできないので、簡素化する必要がある」と、デジタルマーケティング担当上級副社長のMaggie Foxは説明する。彼女は次のように付け加えた。「当社はややこしいデジタル体験をさせようとは考えていない。私たちはクラウド製品については異なった方法でマーケティングを行うべきだと理解しなければならない」
オンラインのリソースの使用、ITの専門家からのレビュー、そして過去のSAPソフトウェアの使用などにより、顧客の多くは、SAPの担当者と話す前に購入決定プロセスの60％を完了していた。SAPのウェブ上での存在がより複雑になったため、顧客をSAP製品に引きつけるのはさらに難しくなった。「最終的には、当社はsap.comが私たちとビジネスをするための正面玄関になるべきだと考えている。現時点では、SAPブランドのウェブサイトがたくさんあるため、顧客が必要なものを見つけるのは非常に困難だ」とTedescoは述べた。ソーシャルメディアはこの複雑さを軽減し、意思決定プロセスの早い段階で顧客にアプローチする役割を果たしたが、SAPにおいてソーシャルメディアの活用はまだ初期段階にあった。「当社は、顧客の意思決定と帰属モデルにおいてソーシャルメディアの役割を理解し、社内で使用するためのガイドラインと要件を開発できるようにする必要がある。私たちはソーシャルメディアを既に使用しており、効果を感じているが、未知のことが未だに多くある」とFoxは説明した。
会社における移行をさらに支援するために、SAPの指導部は、産学連携プログラムを活用して世界の1,470の大学の学部生および大学院生に会社とSAP HANAについての教育を行い、若い人材を組織に引き込んだ。「これをサポートするには別の考え方とスキルが必要だ。当社はこれまでよりもっと若い世代を募集しようとしている。我々は、彼らが次のテクノロジを推進するアプリケーションの生み出し方を知っていると信じている」と、産学連携部門のリーダー、Ann Rosenbergは述べた。「私たちは、若い世代から生まれるであろう当社におけるエコシステムとイノベーションの考え方により、当社の顧客のための技術革新を推進する必要がある」と付け加えた。RosenbergとSAPの指導部は、2014年に1,500人の大卒を雇用するという目標を設定した（2012年には64,422人の従業員を雇用した）。

イノベーションのコミュニティ

これまで、コミュニティに参加しているメンバーは専門家であったが、クラウドへの移行はコミュニティのメンバーシップを拡大するのに役立った。「コミュニティは根本的に柔軟性があり、人々が必要としているものだ。当社はバケツを提供し、メンバーは自分たちが望むものを何でもそこに入れることができる。コミュニティは、SAPの複雑さを解消するのに役立たせることができる」とFoxは説明する。McDermottと残りの指導部チームは、SAPの提供と会社のクラウド移行の複雑さを緩和するためにコミュニティが果たした巨大な役割を理解した。

パートナーモデル

SAPは、ハードウェアサプライヤ、ソフトウェアサプライヤ、システムインテグレータ、およびサードパーティのコンサルタントと提携した。パートナーシップは、SAPの顧客に、顧客のニーズを補完する包括的な外部能力を提供することを目的としていた。Rosenbergと産学連携はまた、共同でイノベーションを行う大学とのイノベーション・プラットフォームを構築し始めた。「当社は大学にイノベーション技術のプラットフォームを提供し、大学と学生はSAPの顧客のハブとなる。これらのパートナーシップを活用して、変化と革新を推進するとともに、若い世代をSAPに引き付けるための取り組みを補完していく」と彼女は述べている。

SAPは、ITのあらゆる分野においてパートナー関係を構築した。その際、パートナーが他の事業分野での競合関係にあるかどうかは一切気にしなかった。
既存のデータセンター向けハードウェア戦略

SAPは、SAP HANAのオンプレミス版の導入においては、公認のハードウェアパートナー（IBM、HP、Dell、Cisco、Hitachi、Fujitsu、Lenovoなど）を使用していた。導入には、ハードウェア、オペレーティングシステム、およびSAPソフトウェアが含まれていた。ハードウェアパートナーは、SAP HANAのパフォーマンスを最適化するためのベストプラクティスを追加で提供することができた。

McDermottのチームは、クラウド製品に移行し、さまざまな可能性のあるオプションを考案した。SAP HANAを使用するSAPクラウドには、SAPがすべてのサービスとオペレーションを提供する3つの主要なオプションがあった。SAPがデータセンターとハードウェアに投資し、所有する；ハードウェアの所有権を保持しながらサードパーティのデータセンターと提携する；あるいはパートナーがデータセンターとハードウェアを所有してIaaSとして機能することである。また、SAP HANAを使用するパートナークラウドは、2つの一般的なフォーマットを採用した。パートナーはそれぞれのハードウェアとデータセンターを運営し、所有するが、SAPがサービスを提供する、あるいは、パートナーがクラウドをエンドツーエンドで管理するという選択肢があった。SAPは、SAP HANAを搭載したエンドツーエンドのクラウドを提供できる33のサービスプロバイダを指定した。「パートナーはSAP HANAを搭載したクラウドインフラストラクチャを構築し、データセンターの使用をパートナー企業自身の名前を用いてサブスクリプションモデルで販売することができる。また、パートナーのクラウドインフラストラクチャとキャパシティを活用して、SAPの名前で顧客に販売することもできる」とCOOの上級副社長、グローバルエコシステム＆チャネル、およびOEM販売部門のグローバル責任者であるSteven Birdsallは説明する。

クラウドへの到達
ヴァルドルフの会場を後にしたMcDermottは、ダボス会議のためにスイスに飛ぶ途中で、彼が新しく任命したチーフ・オブ・スタッフ（参謀）のAlex Atzberger（HBS '05年度生）と合流した。彼らはコーヒーを飲みにいこうと隣り合って歩きながら、SAPが直面しているいくつかの課題について意見を交わし始めた。

本格的に進行中のクラウドベース企業への移行に伴い、McDermottが考えていた主要な決定事項の1つは、SAPが独自のデータセンターを建設して所有するか、第三者と提携するかということであった。データセンターの建設は高価な課題になる可能性があった（主要テクノロジ企業における設備投資額については図表11を参照）。クラウドベースのIaaSのリーダーであるAmazonは今年度、コンピューティングハードウェアとデータセンターで50億ドル以上を費やす予定であった。ハードウェアサービスにアクセスするためのパートナーシップは自然な選択肢であり、大規模な投資と新しい機能の構築の必要性を回避することになると考えられた。しかし、SAPが顧客にオプションとして独自のデータセンターを提供することのできる大企業であると考えている人も多かった。SAPは、サービスを提供する際に他人に依存したままで、顧客が期待した品質とサービスをどうやって保証することができるのだろうか？SAPはAmazonやIBMを信用してSAPの顧客に機能を提供することができるだろうか？たとえサードパーティのデータセンターに配置され、パートナーによって運営されていたとしても、SAPは少なくともハードウェアを購入する（SAP HANAアーキテクチャ用に最適化する）べきであろうか？SAPがインフラストラクチャサービスを自社の顧客に提供する時、価格設定がサードパーティに左右されてしまっても良いのだろうか？SAPは依然として必要なマージンをコントロールして取り込めるだろうか？McDermottは、同社の中核事業に集中することなく、どうやってクラウドへの移行に着手できるだろうか？

McDermottはSAPが独自のクラウドインフラストラクチャを所有する場合の長所と短所を比較検討していた一方で、クラウドソフトウェアの責任者であるRobert Calderoniの着任後わずか8ヶ月での退任を発表しなければならなかった。McDermottは、後継者を任命する必要があるのか、クラウド戦略が後継者を必要としないほどに会社に十分浸透しているのかを判断しなければならなかった。Snabeによる移行の取り組みが達成されたことにより、これらの決定はMcDermottにとって大きなものとなっていた。2人は、2010年のERP市場リーダーから2014年に5つの市場カテゴリでより強力で関連性の高い市場リーダーへと会社を発展させてきたが、今や同社の将来の成功はMcDermottの肩に重くのしかかっている。

別紙1　SAP Business Suiteコアソフトウェアアプリケーション（2014）

SAP ERPアプリケーションは、財務および人的資本管理などの重要なビジネスプロセスを支援する。

SAP Customer Relationship Management（SAP CRM）アプリケーションは、ソーシャルメディアとモバイルデバイスの統合を支援し、合理化された顧客との意志疎通を効率化する。

SAP Product Lifecycle Management（SAP PLM）アプリケーションは、拡張サプライチェーン全体で製品と資産のライフサイクルを管理し、製品革新プロセスを組織の制約から解放する。

SAP Supplier Relationship Management（SAP SRM）アプリケーションは、主要な調達活動を支援する。

SAP Supply Chain Management（SAP SCM）アプリケーションは、企業固有のサプライチェーンプロセスを、急速に変化する競争環境に適応させることを手助けする。
出典：“Helping the World Run Better,” 2012 Annual Report, SAP (「世界をよりよく」SAP 2012年年次報告書) http://global.sap.com/corporate-en/investors/pdf/SAP-2012-Annual-Report.pdf （2014年1月に参照）p. 60
別紙2　各事業年度におけるSAPグループの連結損益計算書（12月31日締）
単位は特に指定がなければ100万ユーロ






2012
2011
2010
ソフトウェア




4.658
4.107
3.410
クラウドのサブスクリプションおよびサポート

270
18
14
ソフトウェアとクラウドのサブスクリプション

4.928
4.125
3.424
サポート




8.237
7.194
6.370
ソフトウェアとソフトウェア関連サービスの収益

13.165
11.319
9.794
コンサルティング




2.442
2.341
2.197
その他のサービス




616
573
473
専門的なサービスとその他のサービスの収益

3.058
2.914
2.670
総収入





16.223
14.233
12.464
ソフトウェアとソフトウェア関連サービスの費用

-2.551
-2.107
-1.823
専門的なサービスとその他のサービスの費用

-2.514
-2.248
-2.071
売上原価の合計




-5.065
-4.355
-3.894
粗利益





11.158
9.878
8.570
研究・開発部門




-2.253
-1.939
-1.729
営業部門




-3.907
-3.081
-2.645
総務・管理部門




-947
-715
-636
リストラ




-8
-4
3
TomorrowNow訴訟




0
717
-981
その他営業収入/支出



23
25
9
営業経費の合計




-12.158
-9.352
-9.873
営業利益





4.065
4.881
2.591
その他の営業外収入/支出



-173
-75
-186
財務収益




107
123
73
TomorrowNow訴訟における財務費用


-1
8
-12
その他の財務費用



-174
-169
-128
財務費用




-175
-161
-140
財務収益





-68
-38
-67
税込利益





3.824
4.768
2.338
TomorrowNow訴訟の所得税



0
-281
377
その他の所得税




-1.000
-1.048
-902
所得税





-1.000
-1.329
-525
税抜利益





2.823
3.439
1.813
非支配株主持分に帰属する利益


0
1
2
親会社に帰属する利益



2.823
3.438
1.811
一株当たり利益（単位：ユーロ）


2.37
2.89
1.52
希薄化後一株当たり利益（単位：ユーロ）


2.37
2.89
1.52
出典：“Helping the World Run Better,” 2012 Annual Report, SAP (「世界をよりよく」SAP 2012年年次報告書) http://global.sap.com/corporate-en/investors/pdf/SAP-2012-Annual-Report.pdf （2014年1月に参照）
別紙3　アメリカ国立標準技術研究所（NIST）が定義するクラウドコンピューティングの本質的特徴

オンデマンドセルフサービス　消費者は、各サービスプロバイダと人間とのやりとりを必要とせずに、必要に応じて自動的にサーバ時間やネットワークストレージなどのコンピューティング機能を一方的に設定することができる。

広範なネットワークアクセス　処理能力はネットワーク上で標準的な方法を通じて利用可能であるため、異なるクライアントプラットフォーム（例えば、携帯電話、タブレット、ラップトップ、ワークステーションなど）から利用できる。

リソースプーリング　プロバイダのコンピューティングリソースは、マルチテナントモデルを使用して複数のコンシューマにサービスを提供するためにプールされ、異なる物理および仮想リソースが消費者の要求に応じて動的に割り当てされ解除される。そのため、顧客は一般に、提供されたリソースの正確な所在を知ったり制御したりはできない、つまりロケーションからの独立性をもっている。ただし、より高いレベルの抽象化（例えば、国、州またはデータセンターのレベル）では位置を指定することができる。リソースの例には、ストレージ、処理、メモリ、およびネットワーク帯域が挙げられる。

迅速な柔軟性　処理能力は柔軟に、場合によっては自動的に、提供され開放されて、迅速に需要に応じて内部と外部に拡大される。コンシューマにとっては、提供可能な処理能力が、無制限に、いつでも必要なだけ調達できるように見える。

サービスの計測　クラウドシステムは、サービスの種類（ストレージ、処理、帯域幅、アクティブユーザアカウントなど）に適した抽象レベルで計測を行うことで、リソースの使用を自動的に制御および最適化する。リソースの使用状況を監視、制御、報告することが可能で、利用しているサービスのプロバイダとコンシューマの両方に透明性を提供する。

出典：Peter Mell and Timothy Grance, “The NIST Definition of Cloud Computing（NISTによるクラウドコンピューティングの定義）”、アメリカ国立標準技術研究所、特別刊行物 800-145、2011年9月http://csrc.nist.gov/publications/nistpubs/800-145/SP800-145.pdf （2014年1月に参照）

注：通常、クラウドシステムの計測機能は、利用回数に応じた支払いあるいは課金により行われていた。

別紙4　従来のIT、Iaas、PaaS、およびSaaSの比較

	従来のIT
	IaaS
	PaaS
	SaaS

	アプリケーション
	アプリケーション
	アプリケーション
	アプリケーション

	データ
	データ
	データ
	データ

	ランタイム
	ランタイム
	ランタイム
	ランタイム

	ミドルウェア
	ミドルウェア
	ミドルウェア
	ミドルウェア

	OS
	OS
	OS
	OS

	仮想化
	仮想化
	仮想化
	仮想化

	サーバ
	サーバ
	サーバ
	サーバ

	ストレージ
	ストレージ
	ストレージ
	ストレージ

	ネットワーク
	ネットワーク
	ネットワーク
	ネットワーク


白：サービスとして提供
水色：ユーザによる管理
出典：Rolf Harms and Michael Yamartino, “The Economics of the Cloud（クラウドの経済学）” Microsoft, 2010年11月 

http://www.microsoft.com/en-us/news/presskits/cloud/docs/the-economics-of-the-cloud.pdf, （2014年1月に参照）  p. 11

別紙5a　SaaS市場の成長ダイナミクス
	項目
	説明

	定義
	サービスとしてのソフトウェア(SaaS)は、公共のインターネットを通じて配信・提供され、使用に応じて課金される標準的なソフトウェア・アプリケーションの機能を指す。アプリケーションリソースは多数のユーザ間で共有されることを前提としている。本カテゴリにおいて、Forresterによるクラウドサイジングモデルは、CRM、SCM、SFAといったビジネスアプリケーションに焦点を当てている。クラウドベースのプラットフォームおよびインフラストラクチャソフトウェアの配信については、それぞれPaaS、IaaSのカテゴリにおいて示す。

	使用されるシナリオ
	パブリッククラウドインフラストラクチャ経由で配信される、HRや業績の管理、CRM、SCM、ビジネスインテリジェンスといったビジネスアプリケーション機能を使用するが、ソフトウェアのライセンスを所有したり、アプリケーションを現場にホスティングしたりはしない。

	ビジネス価値の付加
	SaaSはソフトウェアに関する費用を設備投資から運用経費へと転換させ、導入・実施までの時間を早め、機能選択の柔軟性を向上させた。

	ベンダ/プロバイダの例
	Alteryx, Cisco Systems, Citrix Systems, Concorstorage, Emptoris, Google, IBM, Intuit, Ketera, Microsoft (Dynamics Online), NetSuite, Oracle, RightNow Technologies, salesforce.com (CRM), SAP, SuccessFactors, Taleoなど。

	急成長の始まり
	あらゆるSaaSアプリケーションのタイプ（すなわちCRM、SCM、BI）はそれぞれの市場への普及曲線を持つ。例えば、CRM、HCM、eProcurementなどは既に幅広く市場で利用されている一方、BIやPLMは急成長期に差し掛かったばかりであり、ERPとEAMは遅れを取っている。SaaS市場全体の急成長は2008年に始まったが、全ての異なるSaaSアプリケーションが十分に普及するには長い時間がかかる。

	興隆期
	SaaS市場のうちCRMなどは、早くて2013年には十分に普及すると思われる。しかし、たくさんの異なるSaaS市場が存在するため、潜在的な力が十分に発揮されるには、2008年の急成長期の開始から丸10年はかかると思われる。

	飽和
	SaaSビジネスアプリケーションは、パッケージ版のアプリケーションに完全に取って代わるわけではないと思われる。その理由の一つとして、ビジネスに必須で、競争力があり、カスタム構築されたアプリケーションがまだオンプレミスに残っているので、企業は最終的にハイブリッドモデルを選ぶと予想されることである。標準化され、ビジネスにとって必須ではないアプリケーションはクラウドに移行しつつある。

	市場のダイナミクス
	パッケージ化されたビジネスアプリケーションの共食い

	2011年の市場規模（単位：10億ドル）
	＄21.21


出典：Stefan Ried and Holger Kisker, “Sizing the Cloud,” Forrester Research, Inc.　2011年4月21日、p. 7
別紙5b　PaaS市場の成長ダイナミクス
	項目
	説明

	定義
	プラットフォームとしてのソフトウェア(PaaS)は、一般的な目的のビジネスアプリケーションの開発と運用のための、あらかじめ完全に統合されたプラットフォームを表す。

	使用されるシナリオ
	3つの主要な使用シナリオがある。１）ISVがPaaS下で新たにSaaSを構築し、再販する。２）サービスプロバイダがPaaSを活用して仮想クラウドモデル内でアプリケーションをホストする。３）企業のユーザがカスタムアプリケーションの開発をクラウドに移行する。

	ビジネス価値の付加
	完全にあらかじめ統合・標準化されたプラットフォームであり、マルチテナントモードの中で管理されたサービスとして提供される。これは、ミドルウェアコンポーネントを導入・設定するのに比べ、主導作業を大幅に削減できることを意味する。

	ベンダ/プロバイダの例
	Caspio, Cordys, Force.com, Google (App Engine), Heroku, LongJump, Microsoft (Windows Aure), OrangeScape Technologies, Tibco, WaveMaker Software, WorkExpress

	急成長の始まり
	多くのISVはPaaSを2010年から使い続けてきている。企業アプリケーション開発においては2011年、サービスプロバイダにおいては2012年からPaaSへの関与を強めると見られる。平均すると2011年から急成長が始まると予想される。

	興隆期
	ISVは3年以内にPaaSへ移行するとみられる一方で、企業アプリケーション開発においては5年以内、サービスプロバイダはさらに遅く、7年かかると見られている。単純化されたモデルにおいては、移行までの期間は5年である。

	飽和
	全ての企業アプリケーション開発の15%はPaaSに移行すると推定される。全てのビジネスアプリケーションの35%はSaaSに移行する可能性がある（SaaSの表を参照）これらのうち1/3（12%）のみが、独自のSaaSアプリケーションを標準化されたPaaS上に構築し、また、全てのアウトソーシングサービスのうち、PaaSを導入するものは顧客との契約において8%しかないと予想される。これら３種の平均は12%である。

	市場のダイナミクス
	従来のミドルウェアセグメントとの共食い、SaaS、アプリケーション開発サービスおよび管理サービス

	2011年の市場規模（単位：10億ドル）
	$0.82


出典：Stefan Ried and Holger Kisker, “Sizing the Cloud,” Forrester Research, Inc.　2011年4月21日、p. 6

別紙5c　IaaS市場の成長ダイナミクス
	項目
	説明

	定義
	インフラストラクチャとしてのソフトウェア（IaaS）は、計算力、ストレージ、アーカイブ、その他基本的なインフラストラクチャの構成要素のように、高度に標準化された選択的なコンピューティング機能である。IaaSは公共のインターネットを通じて、ユーティリティの価格設定と配信スキームに基づき提供される。基礎となるコンピューティングリソースは多数のユーザ間で共有され、IaaSプロバイダによってホストされる。

	使用されるシナリオ
	IaaSはオンプレミスの物理的ハードウェアを置換または補完する。顧客はIaaSを主にビジネス面、法的コンプライアンス面においてそれほど深刻でない仕事において使用する。さらに、ISVはIaaSをこれまでに開発されたビジネス用SaaSアプリケーションをホストするためにも使用する。

	ビジネス価値の付加
	IaaSは多くのIT企業におけるインフラストラクチャの経費を設備投資から運用経費へと変える。高いレベルでの利用と高度に標準化されたインフラストラクチャ管理プロセスにより、IaaSは計算資源を必要に応じて非常に低価格で提供する産業製品の代表となっている。

	ベンダ/プロバイダの例
	Amazon EC2, Google App Engine, Microsoft Windows Azure（その高付加価値コンポーネントはPaaSにも分類される）

	急成長の始まり
	Amazon EC2の成長と急激な増収とともに、2010年初頭には最大10％の普及率に達した。

	興隆期
	IaaSの今後の成長は、これまでに購入されたサーバの買い替えサイクルが長いことにより遅れている。多くのサーバは2年後にはIaaSに置き換えられるであろう。

	飽和
	Forresterは15%の企業の労働生産能力がIaaSに移ると推定している。その他のサーバは依然として設備投資の予算で維持されるか、ダイナミックインフラストラクチャサービスなど他のクラウドセグメントに移ると考えられる。

	市場のダイナミクス
	物理的インフラストラクチャコンポーネント（ハードウェア、ソフトウェア）との共食い、ITアウトソーシング、SaaS

	2011年の市場規模（単位：10億ドル）
	$2.94


出典：Stefan Ried and Holger Kisker, “Sizing the Cloud,” Forrester Research, Inc.　2011年4月21日、p. 5
別紙6
パブリック・クラウドの費用対効果（費用便益）
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SAP 2014: Reaching for the Cloud

Exhibit 6 Cost Benefit of Public Cloud
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Rolf Harms and Michael Yamartino, “The Economics of the Cloud,” Microsoft, November 2010,
http:/ /www.microsoft.com/en-us/news/ presskits/ cloud/docs/ the-economics-of-the-cloud.pdf, accessed January
2014, p. 15.
SMB - Small and Medium Businesses; TCO - Total Cost of Ownership
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・縦軸：サーバ当たりの総所有費用
・横軸：クラウドのサイズ（サーバ数）
・グラフ内の破線：パブリック・クラウドが規模拡大した場合の費用
・グラフ内の灰色実線：パブリック・クラウド
・グラフ内の黒色実線：プライベートクラウド
・中小企業にとって（プライベートクラウドに対する大規模パブリック・クラウドの間の）費用便益は40倍となる
・大企業にとって（プライベートクラウドに対する大規模パブリック・クラウドの間の）費用便益は10倍となる
出典：Rolf Harms and Michael Yamartino, “The Economics of the Cloud（クラウドの経済学）” Microsoft, 2010年11月 

http://www.microsoft.com/en-us/news/presskits/cloud/docs/the-economics-of-the-cloud.pdf, （2014年1月に参照） p. 15
注：SMB - 中小企業。TCO - 総所有費用
別紙7　2010年の戦略

[image: image2.jpg]614-052

SAP 2014: Reaching for the Cloud

Exhibit 6 Cost Benefit of Public Cloud

TCO/Server

Source:

Note:

48,000 -
4

1 |
| | 40x cost benefit ‘
] for SMBs §

$6,000
g 10x cost benefit
’ for Enterprises
$2,000 -~
A 4
Public Cloud
Cost at Scale
S0 - ; - )
100 1,000 10,000 100,000
Cloud Size (# of Servers)
Rolf Harms and Michael Yamartino, “The Economics of the Cloud,” Microsoft, November 2010,
http:/ /www.microsoft.com/en-us/news/ presskits/ cloud/docs/ the-economics-of-the-cloud.pdf, accessed January
2014, p. 15.
SMB - Small and Medium Businesses; TCO - Total Cost of Ownership
Exhibit 7 2010 Strategy
$220B
—
‘\‘.‘,

Source:

$110B

analytics
core

applications
2010 2015

Company document.

20




・2010年：中核事業　　総額1100億ドル
・2015年：（上から）クラウド、モバイル、データベース、分析、アプリケーション　2200億ドル
出典：社内文書
別紙8a　SAPプラットフォームの概要
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SAP 2014: Reaching for the Cloud

Exhibit 8a SAP Platform Overview
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*BICS = business intelligence consumer services, **SQL = structured query language, ** *MDX = multidimensional expression

Source: Company document.

Exhibit 8b SAP HANA platform intersection with SAP products
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* BICS = ビジネスインテリジェンス消費者サービス、** SQL = 構造化クエリ言語、*** MDX = 多次元式
出典：社内文書

別紙8b　AP HANAプラットフォームとSAP製品との共通部分
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モバイルファーストのユーザ体験
アプリケーション　分析ツール　パートナー
SAP HANAプラットフォーム
出典：社内文書

別紙9　SAP HANA に実装されたSAP製品
アプリケーション

SAP Business Suite

分析ツール
SAP BusinessObjectsビジネスインテリジェンス（BI）ソリューション

企業パフォーマンス管理（EPM）向けのSAPソリューション

ガバナンス、リスク、コンプライアンス（GRC）のためのSAPソリューション

応用的分析ソリューション
中小企業のためのエッジソリューション

SAP Crystalソリューション
モバイル

SAP Mobile Platform（Sybase Unwired Platformを含む）

SAP Afaria

Sybase 365

クラウド（SaaSとして提供）

SuccessFactors Business Execution（BizX）Suite

SAP Financials OnDemandとSAP Travel OnDemand
SAP Business ByDesignとSAP Business One OnDemand

顧客インタラクションとサプライヤプロセスのためのアプリケーション一式とソリューション

データベースとテクノロジ
SAP HANA

SAP NetWeaver

SAP NetWeaver Business Warehouse

SAP Sybase IQ

SAP Sybase Event Stream Processor (SAP Sybase ESP)
SAP Sybase Adaptive Server Enterprise (SAP Sybase ASE)
出典：“Helping the World Run Better,” 2012 Annual Report, SAP (「世界をよりよく」SAP 2012年年次報告書) http://global.sap.com/corporate-en/investors/pdf/SAP-2012-Annual-Report.pdf （2014年1月に参照）p. 60-62。

別紙10　全米プロバスケットボール協会（NBA）選手統計のウェブポータル
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Exhibit 10 National Basketball Association (NBA) Player Statistics Web Portal
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Source: NBA Stats, “Home,” http:/ /stats.nba.com/, accessed January 2014.

Exhibit 11 Capital Expenditures (2012)

Verizon $20.11 billion
AT&T $19.73 billion
Apple $9.08 billion
IBM $4.72 billion
Microsoft $4.26 billion
Amazon $3.79 billion
Google $3.27 billion
Hewlett-Packard  $3.20 billion
Facebook $1.24 billion
Rackspace $270.37 million
VMware $234.46 million

Salesforce.com $179.71 million

Source: The Wall Street Journal, “Market Watch,” http:/ /www.marketwatch.com/, accessed January 2014.

Note: Expenditures are for the entire company and not necessarily just cloud or IT infrastructure.
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出典：NBA統計、「ホーム」http://stats.nba.com/ （2014年1月に参照）
別紙11　設備投資額（2012年）

単位：10億ドル
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Verizon

20.11

AT＆T

19.73

Apple

9.08

IBM

4.72

Microsoft

426

Amazon

3.79

Google

3.27

Hewlett-Packard
3.20
Facebook

1.24

Rackspace

270.37
VMware

234.46

Salesforce.com
179.71　　　　　　　
出典：The Wall Street Journal「マーケットウォッチ」 http://www.marketwatch.com/ （2014年1月に参照）
注：支出は会社全体におけるものであり、必ずしもクラウドまたはITインフラストラクチャに限定されるものではない。
文末脚注（参考文献）
� UNIVAC、IBM 750、IBM 1401、IBM System / 360、System / 370などの初期のコンピュータシステムは、メインフレームとして分類されていた。これらのコンピュータは非常に強力で、非常に大きく、非常に高価であった。典型的なメインフレームは、訓練を受けたエンジニアやオペレーターが常駐する大型で専用の温度制御された部屋に収容され、各ユニットが冷蔵庫ほどの大きさを持つ数台のユニットで構成されていた。技術の向上に伴い、メインフレームは会計、給与計算、エンジニアリング、生産計画など、多くの企業部門にとって強力なツールとなった。出典：Marco Iansiti and Alain Serels, “Microsoft Server＆Tools,” HBS No. 613-031 (Boston: Harvard Business School Publishing, 2013), p.3 注：文末脚注を参照（HBS No. 609-069）
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